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序章
　老後を安心に暮らしたいという願いは万国共通の願いである。したがって、老後保障を社会保障の根幹に位置づけているのは当然のことといえる。しかしながら、それを支える年金制度が未納という問題に直面している。年金未納者の大部分が本来土台となるべき若年層である。若年層なくして年金制度は成立しない。しかしなぜ若年層に未納が多いのだろうか。その要因の一つとして、将来の制度上の不安から制度を利用しないという考えにいたるという点が指摘されている。
　また他国で類を見ない少子高齢化の急速な変化が現在の日本で起きている。最早この流れは止めることは出来ず、戦後初の人口減少を迎えるなどといった人口減少時代とも言うべき時代を迎えている。これはすなわち、高齢者の増加、新生児の低下という顕著な例でえある。若年層から高齢者へと所得の再分配を行っている年金制度にとってはこれは致命的だといえる。こういった状況の中では、そもそも危険因子を内包している年金制度に頼るよりは、自分の老後は自分でという考えが出てきてしまうのは無理もないことである。
　現在、制度としての年金を修正する時代に来ていると主張する人が多い。実質今までの日本の制度であった賦課方式を積立方式に切り替えるべきという議論も活発になされているが、果たしてそれはどういった理由なのだろうか。また積立方式の場合においてはどんな変化を及ぼすのか。これらを見ていくことであるべき制度が見えてくるはずである。
　このような趣旨を踏まえ、まず年金未納の何が問題かを明らかにし、その問題を解決する手段として賦課方式、積立方式のどちらが今の状況にあっているのかを検証、考察していく。しかし、たとえ理想の状態が描けたとしても現実的でなければ意味がない。こういった意味で、財政という土台の面で可能かどうかについても比較検討していく。
　誰しも将来の不安はあるものである。しかし少なくとも、その不安を少なくすることは可能である。そこで、社会保障の根幹に位置づけられている年金制度が自らの老後を安心して任せられる制度であれば未納という問題は起こらないはずである。そこで今回、老後の保障の制度である年金制度について理解し、現在の状況に適した年金制度を考えることで将来の制度における不安を解消することができれば、国民皆年金を実現することできるのではないだろうか。ひいてはそれが、将来の不安を期待に変え、経済の活性化へとつながっていくのでないだろうか。
第1章 年金制度と未納問題
　ここではまず、そもそも年金制度とはどういうものなのかについて説明していく。その上で年金未納がなぜ深刻な問題になるのか。また、その要因は何なのかについて述べていく。
1、年金制度
　まず初めに年金制度の仕組みについて述べよう｡日本の年金制度にはおむね2階建ての構造として説明できる事ができる｡1階部分は国民年金で20歳以上60歳未満の国民全員が加入する事になっており、現在その人数は約7000万人である｡その内訳は民間会社員が約3000万人、公務員などが約500万人、残りが自営業者、農業者、学生、会社員や公務員などの配偶者となっている｡2階部分はまず民間の会社員に適用される厚生年金(保険)があり国民年金とあわせて加入することになる｡次に公務員などに適用される共済年金があり厚生年金同様、国民年金とあわせて加入する事になる｡日本では1階と2階の部分を｢公的年金｣と呼んでおり、社会保険制度として対象者は加入が義務つけられている｡
　年金を受給できるのは公的年金に関して言えば①高齢になったとき②病気や怪我により障害者と認定されたとき③死亡したとき、などの場合である｡
　公的年金では加入する制度によって保険料の額や年金額が異なる｡国民年金第1号被保険者は国民年金保険料として収入の大小に関わらず一定額の保険料を国に納めることになっている｡また、受け取る年金も加入した機関が同じなら同じ額が生存中は給付される｡これに対して厚生年金や共済年金は月収に一定の比率を掛けて、保険料の額を決める事になっておりこの中には国民年金の保険料も含む｡
　また、公的年金には｢世代と世代の助け合い｣、つまり世代間の所得再分配機能が期待される事が多い｡この｢世代と世代の助け合い｣の意味は賦課方式(公的年金の徴収方法のタイプで積立方式というのもあるがこの章では詳しくは述べず次の章にて説明する｡)の場合は一見すると現役世代から高齢世代への所得再分配の装置として機能するように見える｡ただし、現役世代はその時点の高齢世代に所得移転の出し手が受け手に姿を変えていく状況を示している｡しかし、｢世代と世代の助け合い｣と言えるほど世代間の公平が確保されている訳では決してない｡だから、所得再分配機能としての役割を過度に期待すべきではない｡
2、現行制度の問題点
　今まで年金制度の仕組みについて述べてきたが、果たして”年金制度はうまく機能しているのか”この点においては疑問がある｡それは現実に年金未納者が発生しているからである｡それではなぜ年金を払わないのか。それは若年層が政府の年金政策、公的年金制度への不信感が強まっているからである｡保険料や所得税をしっかり取られ、さらに年々引き上げられるのに自分達が年をとる頃には年金がなくなっているのではないか、期待する年金額がもらえないのではないかという不満が広がっている｡このような不安がある現行制度では、払わないで個人で貯金していた方がいいと考えるからである｡また、支払った保険料は現段階の高齢者の年金給付に充てて、自分自身の年金額は将来の現役世代に負担してもらうという仕組みである｡したがって少子高齢化が進行するならば、保険料を上げるか給付を削減するしか道はない｡このことも年金に対して不安だと感じさせる要因の1つである｡
3、年金未納の問題点
　それでは年金未納によってどのような問題が起こりうるのだろうか。年金を払わない事によって雇用者の負担が偏り、現在の日本の年金制度は賦課方式なために若い人から保険料が入ってこなくなる｡そのため高齢者に年金を支払う事ができなくなるので、その結果政府支出が増大してしまう｡ここで年金財源がどのように集められているのか説明しよう｡年金財源は保険料収入および積立金の運用収入を基本としているが、基礎年金の給付に必要な費用の３分の１は国庫で負担している｡だから財源の基礎である保険料が減ってしまうと、政府支出(国庫)が増えてしまう｡
　もしこのような状況が今後も続いていったら将来年金制度は破綻してしまう可能性がある｡それでは、そうならないために政府はどのような政策で年金制度を改善すべきなのだろうか。
第二章　理想としての年金制度
　前章において、現在の年金未納という問題は是正すべき課題であるということを述べた。この章ではどのように現行制度を修正することによって未納が起こらないのかについて具体的理論の面から現在の社会状況も踏まえ分析、考察していく。
１．理想と現状の年金制度
　未納が起こらないためには、前章でも述べたように、国民の年金に対する不信感を取り除かなくてはならない。そのためには、最低でも支払った保険料の元本以上は、将来確実に戻ってくるような制度が必要となる。年金制度には所得再分配の機能も果たしていることを含めた上で、強制でなくても国民が自分で貯蓄をするのではなく、年金を支払おうと考えられる制度を作るべきである。
　しかし現行の制度は賦課方式を続けているが、現在の日本は少子高齢化が急速に進んでいる。そのため若年層に負担がかかってしまい、前述したような安心できる年金制度ではなくなってしまっているのが現状である。このままでは国民の不安を払拭することはできず、年金未納を防ぐことはできない。
２．積立方式
　年金の制度には大きく分けて2つの方式が存在する。
1つめは積立方式である。積立方式とは、将来のために保険料を積み立てておく方式で、支払われた保険料は積立金として積み立てられ、利息とともに将来の年金給付に充当される。
積立方式の場合、人口増加率と利子率がそれぞれ一定だと仮定すると、年金の収益率は市場利子率に等しくなる。そのため、各世代の現役時も高齢時も、予算制約や消費の大きさは年金の存在しない場合とまったく同じである。したがって、個人貯蓄と年金保険料の合計である各世代の現役時における総貯蓄は、年金とは無関係に決定される。そして保険料が引き上げられれば、政府貯蓄が引き上げられ、一方でちょうどその分だけ個人貯蓄が引き下げられる。
このように積立方式のメリットとしては、保険料の調整は個人貯蓄と政府貯蓄の構成を変化させるだけで総貯蓄・資本蓄積のペースに影響を及ぼさないことがあげられる。それに加えて、給付・負担の世代間格差に対しても中立的である。
　それに対してこの方式のデメリットは、同一世代間では年金収支が均衡するが、各年度での財政収支は必ずしも一致しないということである。
３．賦課方式
　もう1つの方式は賦課方式と呼ばれる制度である。賦課方式とは、政府が国民から徴収した公的年金保険料を、そのままその年度の公的年金給付に充当する方法で、毎年度、徴収した保険料を使い切る方式である。国民が支払った保険料は、どこかに積み立てられるのではなく、政府を介してそのまま年金給付に当てられる。
　賦課方式の年金の収益率は、人口増加率と賃金上昇率の和に等しくなる。高度成長期の日本経済のように、人口が順調に増加し、経済成長によって賃金上昇率が高い水準に維持されるとともに、人為的な低金利政策が展開されていると、積立方式より賦課方式のほうが収益率は高くなる。また、賦課方式の場合は積立方式とは異なり、現役世代から徴収された保険料はただちに引退世代に年金として支給されるので政府貯蓄はつねにゼロとなり、各世代の総貯蓄は個人貯蓄のみで構成されることになる。
賦課方式のメリットは、本来なら各年度で保険料収入と年金支給額が一致する仕組みになっているため、財政収支は常に均衡することにある。
デメリットは、人口動態の変化に弱く、世代間の格差に影響を及ぼしやすいということである。特に少子高齢化は現役世代に重い負担をかけてしまうことになる。また、賃金所得の増加率や利子にかかわらず、保険料が引き上げられると個人貯蓄が引き下げられてしまい、資本蓄積のペースを引き下げる要因になってしまうこともあげられる。
４、望ましい方式
　日本の現行の年金制度は基本的に賦課方式である。しかし、実際には少子高齢化を考慮して当初のうちは年金支給額を上回る保険料を徴収し、積立金を運用することで将来の保険料負担の上昇を抑制するという、修正積立方式が採り入れられている。現在の日本は巨額の積立金を保有しており、平成15年度には145兆円もの積立金を抱えていて、その運用益は約7兆円に及んでいる。
基本的には賦課方式の形式をとっている日本にとって、少子高齢化によって、保険料を支払う側に対する年金を受け取る側の比率が上昇すると、一人当たりの保険料の支払額を引き上げるか給付金を引き下げなければならなくなる。また現在の日本経済をみると、労働供給が減少しているだけでなく、金利の自由化は完了していて、実質賃金上昇率を左右する生産性向上のペースも鈍化することが予想される。したがって、賦課方式のパフォーマンスは相対的に低下し、収益率事態がマイナスになる可能性が高い。公的年金には世代間の所得再分配機能が期待される面もあり、そのような点では賦課方式のほうが適しているが、経済効率性や世代間の公平性という点で問題が多い。
このように理論からみると、世代間格差や資本蓄積の中立性という点で、賦課方式よりも積立方式の方が望ましいといえる。しかし、賦課方式から積み立て方式に移行することは容易ではない。現在の就労世代は現在の引退世代の年金費用を賦課方式で負担しつつ、同時に積立方式化のため自らの老後に向けて保険料を積み立てるという「二重の負担」という問題が発生してしまう。これに対しては、国債の発行などによって、現在の現役世代だけでなく将来世代にも負担してもらうというような方法もあるが、いずれにしても世代間で不公平な形になってしまうのは不可避である。
第3章 積立・賦課方式の分析
前章において、賦課方式と積立方式とはどういういうもので、社会に与える影響について説明してきた。しかし、そのメカニズムについては触れなかった。この章では、両方式がどのようなメカニズムで社会に影響を与えるのかをモデルケースを用いて分析していく。
1、積立方式分析
　では現実問題として、公的年金収支で考えた場合積立方式ではその収支にどういう影響があるのだろうか。
公的年金の経済的性格を検討するうえで使われるライフサイクルモデルとそれに世代間も加味した、世代重複モデルを用いて分析する。
　まず前提として、各世代は現役時と高齢時という時代を生き、現役時にはそのいくらかを貯蓄とともに積立資金に回したとする。そして、その収益を高齢時には用いるとして、高齢時の所得は0とする。そこで各世代の人口増加率をｎ、利子率をｒとしそれぞれ一定であると仮定する。ｐを現役時に支払う保険料、aを高齢時に受け取る給付額とすると支払った保険料は政府において個人資産同様に金融市場において運用されるので総貯蓄は個人貯金ｓと保険料ｐの合計となる。したがって金利をｒとすれば、保険料と年金との間には
a=(1+r)p
という関係が成り立つ。この式からわかるように年金の収益率は利子率に等しくなるので、政府部門に積立金があるかどうかは直接的には影響しない。総貯蓄は個人貯金と保険料の和なので高齢時に受け取れる金額は年金とは無関係に決定される。たとえば、保険料が引き上げられた場合は政府貯蓄が増加する一方で、ちょうどその分だけ個人貯蓄が引き下げられ全体としては影響を受けない。
　また経済的影響としては、積立方式は現役時に積み立てられた保険料分を高齢時に受け取るので積立方式においては世代間負担をもたらすことはない。加えて、年金収支においては賃金の変化などの状況下では世代間での収支は常に均衡するが、各時代での財政収支は必ずしも均衡しない。高齢化の進展で保険料収入が年金支給額を下回った場合、財政収支には悪化の圧力を受ける。しかし、各世代間での収支は均衡しているため長期的に見た場合、積み立てられた資金を切り崩しているだけなので、財政赤字が一方的に拡大することはありえない。
2、賦課方式分析
　次に賦課方式を見ていこう。賦課方式の場合、各世代の年金支給額は次世代の保険料で調達されることになる。そのため賃金所得の一定比率で徴収されるならばｇを各期における賃金上昇率とすると、賦課方式は現役世代と当時の賃金上昇率に影響を受けるので
a＝（1+ｎ）（1+ｇ）ｐ＝（1+γ）ｐ
ただしγ＝ｎ+ｇ+ng
またngは無視できるほどに小さくなるので
γ＝ｎ+ｇ
が成り立つ。
　では財政にはどのような影響を与えるのかについて分析していく。
　まず、賦課方式の特徴として、世代間の負担の格差が生じるので、年金支給額の割引現在価値と年金保険料との差は1人当たりで見て
a/（1+ｒ）＝（1+γ）ｐ/（1+ｒ）－ｐ＝（γ－ｒ）ｐ/（1+ｒ）
としてあらわされる。これはすなわち、前世代に比べて構成人口が小さくなり、γがｒを下回るようになると次世代はプラスの負担を強いられることになる。
　では財政面に与える影響はどうだろうか。賦課方式では前述したとおり各時点での保険料収入と年金支給額が一致する仕組みなので、年金制度として財政収支を均衡させるために保険料や年金支給額を絶えず調整していかなくてはならなくなる。これにより若年層の不安が高まるという危険性がある。
3、財政としての賦課方式と積立方式
今までに見てきた分析を元に財政としてはどちらの方式がよいのだろうか。当然収益率の高い方がほうが財政として優位であるのはいうまでもない。ここで、賦課方式、積立方式の収益率をそれぞれ比較すると、今までに述べたとおり
a=（1+γ）ｐ
a＝（1+ｒ）ｐ
という二つの式に集約される。したがってこれらの差は
γ－ｒ＝ｎ+ｇ－ｒ
と表せるので、この式の結果が正であれば賦課方式が財政として有効であり、負であれば積立方式をとるべきである。現在は2章でも述べたとおり、γ＜ｒの状況にあるので速やかな積立制度の移行が望まれる。
第四章　年金財政の状況
　さて、前章までにおいてにおいて年金制度の意義と今の状況における最も適している年金制度について考察してきた.結果、未納問題を解決するには積立方式への移行し、支払額に見合った給付を受けられるようにすることが望ましいという結論に至った。しかし、前述したとおり現実では二重の負担の問題から移行は困難である。しかし、積立への移行は避けられるものではない。では、年金制度のもうひとつの収入源である国庫支出金に負担を求めることで、負担を軽減できるのではないだろうか。この章では現在の年金財政の状況を踏まえ国庫支出金による負担が可能かを見ていく。
1、公的年金財政
　国民経済計算において、社会保障に関する政府の活動を「社会保障金」という統一上の概念で一括に捉えている。具体的には社会保険特別会計（厚生年金、国民年金、労働保険、船員保険）
、共済保険（国家・地方公務員共済組合）、基金（厚生年金基金、国民年金基金）、などが社会保障金などを構成している。したがって、公的年金基金もこれらの一つである。今回は公的年金に絞ってあるため、深くは言及しないが、社会保障基金は過去黒字傾向にあった。これは日本の人口構成が他の先進諸国に対してまだ若く、社会保障給付に比べて保険料収入である社会保障負担が高い水準で維持されていたためである。しかし近年ではかなり減少してきていている。
2、公的年金収支状況
　具体的に公的年金収支を見ていくと収入部門としては保険料、国庫・公経済負担が大部分を占め、支出部門においては給付額が大部分を占める。したがって、この収支バランスを見ていくことで現在の公的年金基金の財政状況を把握することが出来る。少子高齢化を反映した社会情勢の変化で支出部門の大部分を占める給付額が増加傾向にある一方で、収入部門の保険料がほぼ一定に保たれている。これにより、保険料と給付額の乖離化が急速に高まっている。これは健全な収支バランスとはいえないだろう。現況のままを維持すればいずれ破綻してしまうだろう。
　前章にて現在の状況下では公的年金制度では賦課方式から積立方式への移行が最適であると述べたが、積立方式移行の際に公的年金財政を圧迫するような方法においては現実的ではないといえるだろう。
3、年金財政の今後
　年金の給付費は保険料収入と積立金そして国庫負担により賄われている。この国庫負担があることから、企業と家計が負担する保険料は一見軽減されているように見る。しかし国庫負担の財源は税金であるため、国庫負担を増大させると年金の給付倍率は悪化し負担が将来の世代への先送りになってしまう。国庫負担分が毎年度、税により適切に調整されていれば問題はないが政府の一般会計におよそ30兆円の歳入不足が生じている現在、政府債務の増加として将来世代にのしかかっている。現行のこの制度を維持する場合、積立金が枯渇しそれ以降は年金給付を行うために必要な財源の一部が確保できないことになる。このままでは年金財政が破綻してしまう危機に現在、直面している状態である。
第5章 現行制度の課題
年金制度の収入源である保険料、国庫支出金の２つの観点から二重の負担を軽減できるかについて考察してきた。しかし、そのどちらの負担も結局は国民に負担を強いる結果となってしまう。この章ではその問題点を考慮したうえで、これから求められる事について触れていく。
　
1、将来の社会状況
　年金財政はある程度将来の見通しを基に運営されている。その見通しでは、収支が2050年においても黒字を維持できるというとても理想的な形が描かれている。
　しかし、近年の社会状況の変化によりその形が崩れ始めている。フリーターやニートの増加、未婚者の増加など問題は様々だがその中でも年金財政への影響が強いのは出生率の低下と進む高齢化である。まず、出生率の低下については見通しでの予測された出生率は2000年の1.35から徐々に回復し2050年には1.61になるとされていたが、現在の出生率は1.29と予測よりも低い数値である。更に女性の社会進出や晩婚化の動きは定着すると考えられ出生率の大幅な回復の望みは低い。
　次に高齢化については、予測では日本は2050年頃までに3人に1人が65歳以上になるとされ、高齢化のピークを迎えることとなる。先に述べた出生率の低下に伴う少子化と併せて考えると、当然年金の受給者である高齢者が増える一方、保険料を払って制度を支える現役世代の数が減っていくことになる。
　このような人口構造の変化や政府のこれまでの楽観的な見通しに基づく年金財政の運営、加えて年金未納という重大な問題。それらが現在の財政悪化の大きな原因となっているのである。そのため今求められているのは安心して老後を迎えることができるような制度、つまり新たなそして確実な財政の確保である。
2、具体策の問題点
　ここでは今提唱されている新たな財源の具体策について実現可能かどうか検証していく。まずは年金の一元化である。年金の一元化とは、国民・厚生・共済各年金に分かれている３つの現行制度を統合して徴収する方式である。一元化にした場合、加入者が転職した時に年金制度が変わるため、不利益をこうむり更に切り替え手続きを怠ると未納・未加入となる可能性があるという現行制度のリスクがなくなる。ほかには税で徴収する方式である。税方式に転換すれば、自営業者などの国民年金保険料の納付率が約６割に落ち込んでいる「空洞化」問題を解決できる。保険料の徴収を行っている社会保険庁の負担を減らすことができ、行政改革につながる。
これらの具体策にはこのようなメリットがあるが、大幅に制度を変える必要と所得による不公平が生まれる。特に税方式については税財源の確保が最大の問題である。
　現行の基礎年金をそのまま税方式に転換する場合、新たに必要な財源は年約１１兆円である。消費税でまかなう場合当然消費税率の引き上げは避けられず、計算すると現在の５％から９％以上に引き上げる必要がある。進む高齢化に伴い、税率はこれ以上の数値に上がると考えられる。この方式は消費税という国民の生活に密着したものからの徴収であるため、税方式導入による消費税の引き上げに対しては国民の反対の声が強いと考えられる。したがって、これらの方式はリスクが大きくどうしても不平等な状態になってしまう。
　未納問題解決のみを視野に入れた政策には、強制的な徴収方法がある。国民年金法には正当な理由なく保険料を支払わない人に対して、差し押さえによる強制的な徴収ができるという規定があり、最初に未納者に対し最終催告状を送りそれでも支払わない場合未納者の家を訪ね納付を促す。そこでも年金を支払わない場合、最終手段として差し押さえるという段階を経て強制的に徴収するというこの方法では対象となった　未納者のほとんどが支払い、未納解決には効果的であるといえるがこの方法にかかるコストを考えると今後長く続けていくことのできる対策であるとは考えにくい。
　現在の未納者の半数以上は生命保険化個人保険に加入して、自分で自分の老後に備えようとしている。年金未納問題の根底には、保険料を納めても老後にきちんと年金が受け取れるかどうかという国民の政府の財政制度にたいする不信感がある。信頼できる年金制度にしない限り、年金問題はどんどん大きくなってゆく一方である。以上より、年金財政の財源はもっと確実な方式にするべきであると考えられる。
　
第六章　まとめ
　これまで、積立方式と賦課方式について述べてきたが、果たしてどちらの制度が望ましいかについて分析考察してきた。結論としては賦課方式を積立方式へ移行させることが最適だろう。
　しかしながら、そのためには、２重の負担という最大の問題が存在するため容易なことではない。仮にこの問題において徴収方法を税方式などに変更した場合、未納はなくなるかもしれないが若年層に2重の負担を強制的に負わせることは若年層にとっては不公平なもの以外の何者でもないだろう。しかし、現行制度においても少子高齢化の影響のために年々負担は増加していく。そのため、積立方式に移行しなかった場合においても2重の負担はやってくるのである。したがって、たとえ２重の負担を負うことになったとしても、納得のいく制度こそが必要なのではないだろうか。将来が不安だからこそ年金未納が発生してしまう。そこにおいて徴収方法を強制的にしてしまうことは、何故本来負担ではない負担を自分たちが強制的に徴収されなければならないのだろうか、という意識を生んでしまうかもしれない。これはある意味で社会保障の根底を崩すことになりかねない。
　このような理由から安易に強制徴収はすべきではないと考えられる。では、どうやって積立方式に移行すべきか。それは、誰もが安心してあくまで、「保険料」として収められる環境整備が必要なのではないだろうか。具体的にいうなら、現時点においても給付額に見合わない保険料を納めている被保険者にとってすでに二重の負担はやってきているのである。ここで２重の負担を強いることになったとしても、永続的に起こる２重の負担と、必ず終わりの来る完全積立移行であるならば、もちろん後者を選ぶことになるだろう。
　現在の未納者達は将来の不安から未納という選択をしている。だが、２重の負担を克服し完全積立方式においては給付額と保険料の見合った年金制度が可能になる。したがって、２重の負担を各世代で分担して負担していき最終的には見合ったものになると説明すれば納得し年金未納者ではなくなるのではないだろうか。
　以上のことから、年金制度に求められるものは安易な強制徴収ではなく若年層にも配慮した徴収方法において積立方式に移行することである。たしかに困難なことではあるが、このままでは問題は改善されることはなく悪化の一途をたどるのは目に見えている。社会保障の理念とは社会としての個人の保障をすることであり、他人の負担を何故自分がという考えはこの理念に反する。かつて国民皆年金をうたい、一生安心である制度であった年金制度が再び国民の意思によって時代にあった制度として生まれ変わることが、今求められているのではないのだろうか。
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		1970		2.14		7.06

		1980		1.6		9.1

		1990		1.45		12.05

		2000		1.35		19.88

		2003		1.29		20.5
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